
直方市職員給与の状況
平成14年分をお知らせします

市職員の給与については、市議会における給与条例、予算審議を通して明らかにされていますが、さらに市民の皆

さんに職員の給与状況を知っていただくため、昨年に引き続き平成14年分の給与等の状況を公表します。

職員一人当たりの給与等は、管理職を含む全職員の平均額で、個々の職員によってそれぞれ異なります。

１. 人件費の状況（普通会計決算） 2. 職員給与費の状況（普通会計予算）

３. 職員の平均給料月額
及び平均年齢の状況 ４. 職員の初任給の状況

６. 定員の状況５. 一般行政職の級別職員数の状況

住民基本

台帳人口

平成14年
3月31日現在
６万　994人

歳出額

（Ａ）

260億

1,247万2千円

実質収支

3億

420万2千円

人件費

（Ｂ）

48億

9,982万4千円

人件費率

（Ｂ／Ａ）

18.8％

職員数

（Ａ）

497

(2)

給 与 費

給 料 職員手当 期末勤勉手当 計(Ｂ)

22億

5,927万1千円

4億

8,621万9千円

10億

2,903万5千円

37億

7,452万5千円

一人当たり
給 与 費
（Ｂ／Ａ）

756万4千円

区 分

直方市

国

一 般 行 政 職

平均給料月額

36万9,402円

33万2,052円

平 均 年 齢

44 . 1歳

40 . 4歳

区 分
直 方 市 国

決定初任給 採用2年経過
日 給 料 額 決定初任給 採用2年経過

日 給 料 額

一般行政職

技能労務職

高校卒

大学卒

高校卒

15万1,800円

15万1,800円

18万1,400円 19万5,000円

16万3,800円

16万3,800円

I 種 18万4,200円

II種 17万4,400円

I 種 20万3,800円

II種 18万8,900円

14万1,900円

13万9,000円

15万1,800円

14万8,700円

区分
標準的な
職務内容

職員数
（人）

構成比
（％）

参考
前年の構成比

（％）

１級 吏員等 1 0.3 0.3

２級

３級

４級

５級

吏員等

吏員等

主　任

主　任

12

26

46

30

3.7

8.0

14.2

9.3

4.3

8.3

11.7

11.7

６級

７級

８級

９級

計

係　長
主　査

課　長

課長補佐

参事補

部　長

部次長

課　長

部　長

102

81

18

7

323

31.6

25.1

5.6

2.2

100

40.3

14.8

7.1

1.5

100

（平成13年度） （平成14年度）

（注）１．人件費には、特別職に支給された給料・報酬等3億9,331万7千円､
退職手当4億3,467万9千円を含みます。

２．普通会計とは、一般会計、同和地区住宅資金貸付事業特別会計のことで、国民健康
保険特別会計、老人保健特別会計、公共下水道事業特別会計、農業集落排水事業特
別会計、介護保険特別会計、水道事業会計を除いた会計です。

（注）１．職員手当には、退職手当を含んでいません。

２．給与費は、当初予算に計上された額です。

３．一人当たり給与費は、総支給額の平均です。

４．職員数497人は、普通会計に属する数です。

５．職員数の（ ）内は、再任用短時間勤務職員数であり、外書きです。

（平成14年４月１日現在）

（平成14年４月１日現在）

（平成14年４月１日現在）

（注）一般行政職とは
国………税務職、公安職、教育職、医療職、指

定職などを除く職のことです。
直方市…水道局、消防署、税務及び技能労務の

職員などを除いたものです。
（注）国の I種･ II種は､国家公務員の I種･ II種を示しています。

区 分 職 員 数 対 前 年 増 減 数

部 門 平成12年 平成13年 平成14年 平成12年 平成13年 平成14年

6 6 △1議 会

86 85 1 4総 務

27 26 △1税 務

72 59 3 △5民 生

86 84 △1 3衛 生

14 14 △1 △1労 働

19 18 △3 △1農林水産

11 12商 工

66 66土 木

387 370 △3小 計

80 74 △3教 育

54 54消 防

134 128 △3小 計

521 498 △3 △3計

普

通

会

計

一

般

行

政

部

門

特
別
行
政
部
門

41 41水 道

9 9下水道

14 14国民健康保険

6 6 △1農業集落排水

2 2老人保健

72 85 △2小 計

593 583 △3 △5合 計

公

営

企

業

等

会

計

部

門

（平成14年４月１日現在）

（注）職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、
派遣職員などを含み、臨時又は非常勤職員を除いています。

- 13 - △1介護保険

人

6

89

26

54

87

13

17

12

66

370

71

54

125

495

41

9

14

5

2

83

578

12

△1

△1

△13

△2

△1

1

△17

△6

△6

△23

13

△10

13



区 分
９ 年 度

計画前年

10年度

１ 年 目

11年度

２ 年 目

12年度

３ 年 目

13年度

4 年 目

14年度

5 年 目
10～14年度実績 増 減 理 由

（減員理由）
公用車集中管理による業
務移管

７ ７ ７ ７ ７ ７

１

△１

６

減 　 員

増 　 員

差 　 引

職 員 数

議　　会

（減員理由）
事務の統廃合等による減
（増員理由）
公用車集中管理による増

３

３

３

１

１

１

１

１

９０

０

９０

△２

８８

０

８８

△１

８７

１

８８

２２

２１

△１

８９

減 　 員

増 　 員

差 　 引

職 員 数

総　　務

（減員理由）
事務の効率化による減

１ １ １ １

３０

△１

２９

△１

２８

△１

２７

△１

２６ ２６

４

△４

２６

減 　 員

増 　 員

差 　 引

職 員 数

税　　務

（減員理由）
機構改革による業務移管
（増員理由）
介護保険制度に伴う増

３

２

２

１

４ １ ５

６６

△１

６５

△１

６４

△４

６０

△１

５９

△５

５４

２８

１６

△１２

５４

減 　 員

増 　 員

差 　 引

職 員 数

民　　生

（減員理由）
事務の統廃合による減
（増員理由）
事務事業見直しによる増

２ １ １

９３

△２

９１

△１

９０

△１

８９ ８９ ８９

１４

８

△６

８７

減 　 員

増 　 員

差 　 引

職 員 数

衛　　生

７. 平成14年度の職員数の増減状況

８. 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

部 　 門 増 員 数 減 員 数 差 引 主 な 増 減 理 由

総 務 8 4 4 合併対策業務に伴う増など

民 生 1 6 △ 5 保育所の民間委託に伴う減

衛 生 3 3 退職などに伴う欠員職場への要員配置による増

農 林 水 産 1 2 △ 1 事務の統廃合縮小などに伴う減

区 分
９ 年 度

計画前年

10年度

１ 年 目

11年度

２ 年 目

12年度

３ 年 目

13年度

４ 年 目

1４年度

５ 年 目
10～14年度実績

（ 参 考 ）

数 値 目 標

11

7

14

2

10

1

8 11

1

404

△4

400

△12

388

△9

379

△8

371

△10

361

92

58

△34（79.1％）

370

△43

361

減 　 員

増 　 員

職 員 数

一 般 行 政

2 1 8 2

136

△2

134 134

△1

133

△8

125

△2

123

22

10

△12（92.3％）

124 123

減 　 員

増 　 員

差 　 引

職 員 数

特 別 行 政

区 分
９ 年 度

計画前年

10年度

１ 年 目

11年度

２ 年 目

12年度

３ 年 目

13年度

４ 年 目

1４年度

５ 年 目
10～14年度実績

（ 参 考 ）

数 値 目 標

3

3 7 1 1

73

0

73

7

80

1

81

1

82 82

19

29

10（111.1％）

83 82

減 　 員

増 　 員

差 　 引

職 員 数

公 営 企 業

等 会 計

16

10

14

9

11

2

16

1

13

1

613

△6

607

△5

602

△9

593

△15

578

△12

566

133

97

△36（76.6％）

577 566

減 　 員

増 　 員

差 　 引

職 員 数

計

（一般行政を含む）

差 　 引

△13

△47

9

（4）定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の内訳

○一般行政部門

（1）定員適正化目標

平成10年度から14年度の５年間で、47人（行政職30人・技能労務職17人）程度の職員数削減を目標としています。

（2）定員適正化手法の概要

事務の統廃合縮小・非常勤職員化・民間委託・OA化等の取り組みを計画的に行うことにより、退職者の補充を極力抑制しな

がら計画的に減員を行うこととしています。

（3）定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（注）１ 計画期間は、10年～14年の５年間です。
２ （％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。

（ 参 考 ）

次ページへ続く

労 働 1 △ 1 事務の統廃合縮小などに伴う減

土 木 5 5 事務の業務移管による増減など



９. 職員の経験年齢別・学歴別平均給料月額の状況

10. 職員手当の状況

11. 特別職の報酬等の状況

区 　 分 経験年数10年以上15年未満 経験年数15年以上20年未満 経験年数20年以上25年未満

大 学 卒 ３０万６,５５３円 ３５万７,４１７円 ４０万８,１４８円

高 校 卒 ２６万９,８２５円 ３０万 ６２８円 ３７万３,８７５円

高 校 卒 ２５万８,０７５円 該当なし ３８万８,５７５円

一 般 行 政 職

技 能 労 務 職

区 　 　 分 直 方 市 国

支給時期
期 　 末 勤 　 勉 期 　 末 勤 　 勉

６月期 １.４５月分 ０.６０月分 １.４５月分 ０.６０月分

12月期 １.５５月分 ０.５５月分 １.５５月分 ０.５５月分

３月期 ０.５５月分 － ０.５５月分 －

計 ３.５５月分 １.１５月分 ３.５５月分 １.１５月分

年数等
自己都合 定年・勧奨 自己都合 定年・勧奨

勤続20年 21.0 月分 28.875月分 21.0 月分 28.875月分

勤続25年 33.75月分 44.55 月分 ３３.７５月分 44.55 月分

勤続35年 47.5 月分 62.7 月分 47.5 月分 62.7 月分

最高限度額 60.0 月分 62.7 月分 60.0 月分 62.7 月分

加 算 措 置 定年前早期退職特別措置（ 2%～20%加算) 定年前早期退職特別措置（ 2%～20%加算)

退職時特別昇給 な　し 2号給以内 １ 号 棒

13年度一人当たり

平 均 支 給 額
1,114万円 2,878万円 － －

加算措置
職制上の段階、職務

の級等による措置
有

期
末
手
当
・
勤
勉
手
当
の
支
給
割
合

退

職

手

当

の

支

給

割

合

一

般

職

特
別
職

市 　 長 １期４年 １,４６０万６千円

助 　 役 １期４年 ８９３万５千円

収 入 役 １期４年 ５３２万円

支 　 給 　 率 ３.５％

支 給 対 象 職 員 数 ５７７人

国の制度による支給率 ０％

一人当たり平均支給年額
（13年度）

１６万８８４円

全体にしめる支給職員の割合 ２４.６％

支給対象職員一人当たり平均支給年額
（12年度）

７万２,０３６円

手 　 　 当 　 　 数 ７種類

代表的な手当
消防救急・災害等業務手当
汚物処理作業手当
生活保護現業員手当

支 　 給 　 総 　 額 １億５,７１３万円
13年度

12年度

一人当たり平均支給額 ２７万２千円

支 　 給 　 総 　 額 １億７,９９５万円

一人当たり平均支給額 ３０万９千円

平 成 1 ４ 年 度 支 給 割 合区 　 　 分区 　 　 分 給料月額等

市 　 長

助 　 役

収 入 役

給 料

報 酬

８９万５,０００円

７３万円

６５万２,０００円

議 　 長

副 議 長

議 　 員

５０万８,０００円

４４万６,０００円

４１万３,０００円

期 末 手 当

市 　 長

助 　 役

収 入 役

議 　 長

副 議 長

議 　 員

６月期　１.４５月分

１２月期　１.５５月分

３月期　０.５５月分

６月期　１.４５月分

１２月期　１.５５月分

３月期　０.５５月分

（減員理由）
失業対策事業縮小による減

１ １ ３ １

１９

△１

１８

△１

１７ １７

△３

１４

△１

１３

６

△６

１３

減 　 員

増 　 員

差 　 引

職 員 数

労　　働

（減員理由）
事務の統廃合による減
（増員理由）
長期休職者補充による増

６ １

２１ ２１

△６

１５ １５

△１

１４ １４

６

２

△１

１７

減 　 員

増 　 員

差 　 引

職 員 数

農林水産

（減員理由）
派遣職員配置に伴う減
（増員理由）
新規事務事業に伴う増１１ １１ １１ １１ １１ １１

１

２

１

１２

減 　 員

増 　 員

差 　 引

職 員 数

商　　工

（減員理由）
機構改革による減
（増員理由）
都市計画事業の業務増

１

２

３ １ ５

６７

１

６８ ６８

△３

６５

△１

６４

△５

５９

１０

９

△１

６６

減 　 員

増 　 員

差 　 引

職 員 数

土　　木

（平成14年４月１日現在）

（平成14年４月１日現在）

（平成14年４月１日現在）

（平成14年４月１日現在）

計　３.５５月分

計　３.５５月分

１６.３２月分

１２.２４月分

８.１６月分

項目

項目

（注）一般行政職と技能労務職に差があるのは採用年齢の違いからです。

調整手当

特殊勤務手当

時間外勤務手当

●扶養手当　配偶者16,000円、扶養親族２人まで6,000円
３人目以上3,000円、満16歳の年度初めから
満22歳の年度末までの子がいる場合に１人に
つき5,000円加算。扶養親族でない配偶者を
有する場合の１人目の子等6,500円。

●住居手当　家賃により100円～27,000円（限度）の範囲
内で支給。

●通勤手当　利用機関により1,300円～50,000円（限度）
の範囲内で支給。

●管理職手当　部長13%、部次長12%、課長11%、課長補
佐10%で、この支給率は給料に対する割合
です。

職制上の段階、職務

の級等による措置
有

（平成14年４月１日現在）


